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平成 21 年 12 月 15 日 

総 務 省 

 

平成２１年度総務省所管第２次補正予算 (案)の概要 
―明日の安心と成長のための緊急経済対策― 

 

総務省は、現下の厳しい経済・雇用情勢に対応するため、「明日の安

心と成長のための緊急経済対策」において、「地域を元気に」、「ICT に

より地球温暖化対策を強力に推進」、「命や雇用を大切にし、安心な地

域を構築」の３つの基本方針の下、その実現に有効な施策を盛り込ん

だところ。 

今般の平成２１年度総務省所管第２次補正予算（案）は、これらの

施策に必要な予算措置を講じるものである。 

 

補正予算額総計  ９４７．５億円 

 

雇用 

 

○ 緊急雇用創造の拡充 

○ＩＣＴふるさと元気事業      ６５．０億円 

・地域の公共的サービスの新たな担い手としてＮＰＯ等が主体となって、Ｉ

ＣＴを利活用した取り組みを促進（支援）することにより、地域公共サー

ビスの維持・向上とともに、地域雇用を創出 

 

環境 

 

(１) 家電エコポイント制度の改善 

○ グリーン家電普及促進事業  ７３３．７億円 

・２０１１年７月に予定どおりアナログ放送を停波するため、エコポイント

を活用し、デジタルテレビの購入支援を実施 
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(２) 交通・産業、地域の低炭素化の推進 

①「緑の分権改革」の推進 ３９．０億円 

・「緑の分権改革」の推進のための基礎的条件整備として、地域におけるク

リーンエネルギー資源の賦存量の調査と先行実証調査を実施 

 
②情報通信技術を用いた地球温暖化対策の推進 

  

(ｱ)ネットワーク統合制御システム標準化等推進事業 

  ６９．０億円 

・住宅・職場・工場・公共施設、車等の各ネットワーク統合制御システムの

共通化・低廉化に資する通信基盤等の標準化を推進 

 
(ｲ)グリーンＩＣＴ研究開発（グリーンネットワーク

基盤技術の研究開発） １０．８億円 

・低エネルギー消費型インターネット実現に際し、取り組みが遅れているル

ータ等の構成を抜本的に見直し、消費電力低減と同時に高速処理を実現す

る技術の研究開発を実施 

 

(ｳ)環境負荷軽減型地域ＩＣＴシステム基盤確立事業 

    ２０．０億円 

・ICT の積極的な利活用により、地域における環境負荷軽減の促進に資する

ICT システム基盤を確立し、環境にやさしいまちづくりを支援 

 

(３) システムの海外展開等による地球温暖化対策 

事業等の推進 

 

○ 地上デジタル放送日本方式普及（マルチバンドＩＳ

ＤＢ－Ｔシステムの研究開発） １０．０億円 

・諸外国等への ISDB-T 採用働きかけの結果、ここ数ヵ月間で南米を中心に急

速に採用が進んでいる一方、日本や南米諸国とは使用するチャンネル幅の

異なる国が ISDB-T に関心を示していることに鑑み、これらの国々に対して

働きかけを行うことができるよう異なる全てのチャンネル幅に対応できる

ISDB-T システムに関する開発を実施 
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地方支援 

 

○ 国税収入の減少に伴う交付税減少額の補てん 

地方交付税 ０．０億円 
（修正減少額△２兆９，５１４．８億円、追加額２兆９，５１４．８億円) 

・平成２１年度国税の減額補正に伴う地方交付税総額の減額（２兆９，５１

４．８億円）について、一般会計における加算による補てん措置を講じ、

当初予算における交付税総額を確保 
















